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1.関与と認知過程
消費者の価値意識に密接に関連する購買目的についても国際比較が行なわれ
ている。価値意識と購買目的は，手段一目的連鎖という観点からは，いずれも
消費者の製品属性（手段）に関する知識に結合される製品の使用結果（目的）
を意味するが，価値意識は抽象的な使用結果に関する持続的な信念をさすのに
対し，購買目的は直接的かつ具体的な使用結果を示すという点で微妙な違いが
ある (1）。購買目的は，知識構造と呼ばれる消費者の知識ネットワークにおい
て製品属性を価値意識に結びつける媒介項としての役割を果たしている。
このような購買目的について，はじめて国際比較を試みたのは， Woods=
Cheron =Kimである（2）。彼等の研究は，米国，カナダ，韓国の市場に共通す
(1) Peter, J.P. and J.C. Olson, Consumer Behavior and Marketing Strategy, 
4th eds. 1996, p.95”96.手段一目的連鎖（means-endchains）とは，製品属性に関す
る消費者の知識を結果や価値意識に関する知識に結び付ける知識構造をいい，このよう
な観点は消費者が主観的に使用結果から製品属性について思考することを合意する。換
言すれば，消費者はほとんどの製品属性をある目的に対する手段としてみるのである。
この目的は，ある使用結果あるいはより抽象的な価値（あるいはその意識）をさしてい
る。
(2) Woods, W. A., E. J. Cheron, and D. M. Kim，“Strategic Implications of 
Differences in Consumer Purposes for Purchasing in Three Global Markets，” 
Global Parspectives in Marketing, ed. Kaynak, E. 1985, pp.155-170. 
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表1 購買目的の類型
維 持 高 揚 快楽 防 衛
基本的必要性 自己イメージの拡大 使用を楽しむ 人の感情を害さない
便利さ 社交の手段 晴やかになる 健康を守る
習慣 気分がよくなる 逃避に備える
手元におく 容姿を向上する
他者を喜ばす
Woods=Cheron= Kim. ,op.cit.p.158. 
る16の製品種類に関する購買目的を分析しようとしたものである。購買目的は，
(a）消費者が面白さあるいは喜びを目的とする場合は「快楽J,(b）何らかの
脅威を回避したり最小化する場合は「防衛J,( c）自己を心理的，社会的，あ
るいは身体的に高める場合は「高揚J，そして（d）現状の維持あるいは存続の
ために製品を使用する場合は「維持」とそれぞれ命名されている。このような
大目的は，さらに表1に示されるような下位目的に分けられる。
調査対象となった製品は，ジーンズ，洗剤，脱臭剤，シャンプー，香水，練
り歯磨，ビタミン剤，鎮痛剤，ビール，炭酸飲料，コーヒー，オレンジ・ジ、ユー
ス，青野菜，キャンデイ，音楽テープ，乗用車の16品目である。標本は米国と
カナダ（ケベック州）では女性の買物客から 韓国では女性労働者からそれぞ
れ抽出され，このうち面接を受けた最終標本は米国 (161），カナダ（107），韓
国（158）であった。回答者は，面接で14の購買目的を呈示され， 16の製品そ
れぞれについて lないし複数の購買目的を答えるように求められた。 Woods
等は，質問項目聞の関連をみるためのカイ 2乗検定から，次のような結論を導
いている（3）。
(1) 「維持Jを目的とする製品の使用は米国やカナダよりも韓国で大きな役割
を果たしていたため，韓国は「維持」志向の文化であった。韓国では，練り
歯磨きゃシャンプー（米国とカナダでは主として「高揚」），ジーンズ（米国
(3) ibid., pp.258-165. 
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では「高揚J）および洗剤の使用目的として「維持Jが挙げられていたから
である。
(2）対照的に，米国は「快楽J志向であった。米国では， 16の製品のうち 8製
品，すなわちキャンデイー，オレンジ・ジ、ユース，ビール，音楽テープ，炭
酸飲料，青野菜，コーヒー，香水が他の目的よりも多く「快楽」のために使
用されていたからである。韓国ではそのうちの4製品 カナダでは2製品の
みが主として「快楽Jという目的のために使われていた。
(3）韓国とカナダは，米国よりも購買で「防衛」志向であった。ただし，韓国
の女性は他者に不快感を与えないことに強い関心を示し，カナダの女性は現
実からの逃避という意味で防衛的であった。このように「防衛」の性格は両
国で異なっていた。
(4) 「高揚Jの性質は3つの文化で異なっていた。米国の女性は，ジーンズ，
シャンプー，練り歯磨き，香水，乗用車の購買でカナダや韓国の女性よりも
自己イメージに強い関心を示し，香水，洗剤，ビタミン剤，練り歯磨き，ジー
ンズの購買で容姿の向上を重視していた。一方，カナダの女性は香水や芳香
剤の使用を通じて容姿を向上させることに強い関心を示し，韓国女性の関心
は関連する社会集団に不快感を与えないことにあった。
このようにWoods等の研究は，同じ製品でも韓国の女性は他者の感情を害
さないことを重視し，カナダの女性は他者に好感を与えることを求め，米国の
女性は自らの満足に注目するという各国における購買目的の違いを検出し，そ
れらの違いに応じて異なる国際マーケテイング戦略が必要になる点を強調して
いる。ただし，彼等の研究では購買の下位目的が大目的に集計化される手続き
は明示されず，購買目的と戦略聞の関係も検証されてはいなかった。
Woods等が取り上げた購買目的とマーケティング戦略の適合関係というテー
マは，その後， Cheron=Padgett= Woodsによって検討されている（4）。彼等
(4) Cheron, E. J., T. C. Padgett, and W. A. Woods，“A Method for Cross-
Cultural Comparisons for Global Strategies，” Journal of Global Marketing, 
Vol.I (1/2), Fall/Winter, 1987, pp.31-51. 
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の研究では，調査対象としてコーヒー，香水，炭酸飲料，練り歯磨き，音楽テー
プが取上げられ，それぞれの製品で最も頻度の高い6つの購買目的が選ばれた。
例えばコーヒーについては，「味覚を楽しむj，「晴やかな気分になるJ，「習慣J,
「手元におく」，「社交のための使用」，「他者を喜ばせるJといった項目が選定
された。これらの購買目的の重要性は，中立的な回答（「分からない」）を含ま
ない強制選択尺度を伴う一対比較法で測定されている。ここで回答者は各製品
について15対の組合わせを提示され，それぞれで最も重視する購買目的を選ぶ
ように求められた。標本総数は217で，文化別（米国とカナダの女性）および
年齢別（26才以下と39才以上）に層化抽出されている。
なお，ここで購買目的との関連が関われた戦略類型は Fグローパル・マーケ
ティング」と「マーケテイング・モデユール」である。彼等によれば，前者は，
文化的な差異とは無関係に，あらゆる国で同一のマーケテイング・ミックスを
展開するという世界的な基準に基づき製品・ブランドが販売される戦略であり，
後者は最初から現地の諸条件に適合すべく調整された戦略である（5）。このよ
うな戦略類型から，特定の購買目的に関する 2国間の差とは無関係に，それら
の重要性の順位が同じ場合は両国に「グローバル・マーケテイング」が適合し，
その順位が大きく異なる場合には「マーケテイング・モデュール」が適合する
という関係が仮説として設定された。彼等は，製品別に購買目的と戦略との関
係について次のような結論を導いている（6）。
(1) コーヒーについては，米国とカナダの間だけでなく 若者層（26才以下）
(5) こうした戦略類型は，一般に，国際マーケテイングにおける標準化（standardiza-
ti on）戦略と適応化（adaptation）戦略と呼ばれている。例えば，次の文献を参照。
Szymansky, D. M., S. G. Bharadwaj, and P.R. Varadarajan，“Standardization 
versus Adaptation of International Marketing Strategy: An Empirical 
Investigation，＇’ Journal of Marketing, Vol.57 (Oct. 1993), pp.l・17.Wang, C. L. 
“The Degree of Standardization: A Contingency Framework for Global 
Marketing Strategy Development，” Journal of Global Marketing, Vol.10 (1) 
1996, 89-107. 
(6) Cheron, Padgett and Woods, op.cit.; pp.38・49.
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と高齢層（39才以上）の間でも購買目的の重要性の順位はほぼ同じであった。
このため，女性が両国のコーヒー市場を代表する限り，グローパル戦略が必
要とされる。
(2）練り歯磨きについては，やや異なる状況であった。カナダは米国より「気
分がよくなるJを大幅に重視し，「容姿Jを余り重視しなかった。米国では
この2つの購買目的の関に余り差がなかった点を考慮すると，両国を対象と
したグローバル・プロモーションでは，「容姿」よりも「気分がよくなるJ
という目的を優先すべきと考えられる。しかし若者層は高齢層よりも「容姿」
をかなり重視しているため，現地では年齢別セグメントを配慮する必要があ
る。
(3）香水については，両国で「個人的楽しみ」と「魅力を高める」が重視され
ていたため，基本的にはそれらを強調するグローパル戦略がとられる。ただ
し，両国で次に重視された「他者を喜ばす」と「他者の感情を害さないJの
順位が異なっていた。すなわち米国では後者より前者を カナダでは前者よ
りも後者をそれぞれ重視していた。このためそれらの違いに応じたモデュー
ル戦略も必要で、ある。
(4) 炭酸飲料に対する合意はやや複雑である。両国で共に第6位の「家族のた
め」を除き，すべての購買目的で順位が異なっていた。とりわけ米国の女性
と高齢層の問では，自己のためではなく，家族や他者の利用に供するために
炭酸飲料を手元におくことを望むという顕著な違いが見出された。両国の市
場ではダイエット 風味，無カフェイン等の多様なセグメントが発達しつつ
あるので，こうした違いを説明しうる市場像を明らかにする必要がある。
(5）音楽テープについても複雑なパターンが現われていた。両国で第4位，第
6位を占める「社交の手段」と「他者を喜ばす」を除き，他のすべての購買
目的で順位は異なっていた。「息抜き」は両国でともに重視されていたが，
米国では「刺激を与える」が最も重視され，カナダでは「逃避Jが「息抜き」
に次ぎ重視されていた。これは，前述したWoods等の発見を改めて立証し
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たことになる。
このような結論にみられるように Cher on等の研究は次の 3点で興味深い
特徴を示している。第1は，同じ製品でも国が異なれば購買目的の相対的な重
要性も異なる点を指摘したことである。第2は， Woods等の研究で採用され
た怒意的な測定方法とは異なり 購買目的の重要性を強制選択尺度を伴う一対
比較法で測定した点である。第3は，各国における購買目的の重要性順位の合
致の程度に応じて， 2つの国際マーケテイング戦略の適合度が異なることを明
示したことである。
Cheron等と並んで，その後の研究に少なからぬ影響を与えた研究として，
Green= Aldenの研究をあげることができるの。彼等の研究は，日米間におけ
る贈与の機能的同等性 (functionalequivalence）に関する検討を通じて，贈
与に購買目的を含む消費者行動の諸側面との関連を明らかにしようとしたも
のである。ここで機能的同等性とは ある概念が複数の文化で等しい機能を果
たしているか否かを問う比較研究の条件とされるものである。彼等によれば，
特定の文化で開発された概念や理論を他の文化へ適用する際に，このような機
能的同等性がない場合 それらの他文化への適用は困難なものとなる ω。
調査対象となったのは米国の大学に所属する日米それぞれの学生8人で，各
集団は男性4人，女性4人からなっている。彼等は，準構成的な焦点集団面接
で，まず贈与を促す要因と実際の贈与交換を特徴づける要因について質問を受
け，次に贈与の多様な結果に関する意見を求められ，最後にそれぞれの文化で
優勢な自己概念に関する認識（以下では，これを自己規定と呼ぶ）を尋ねられ
た。この面接調査からは，次のょっな結論が得られている。
(7) Green, R. T., and D. L. Alden，“Functional Equivalence in Cross-Cultural 
Consumer Behavior: Gift Giving in Japan and the United States，” Psychology 
and Marketing, Vol.5 (2), Summer, 1988, pp.155・168.
(8) ibid., p.156.彼等によれば，同じ製品，サービス，あるいは消費者活動が2つの文
化で異なる目的を果たしているならば，そこで見出された差異は機能的同等性の欠如に
起因するとされる。
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(1) 日本の学生は自己規定で集団帰属の重要性を強調したのに対し，米国の学
生は日本の学生が集団帰属を強調するほど強く個人特性を重視しなかったけ
れども，個人主義的な基準の方が優勢であった。
(2) 日本の学生は米国の学生よりも多く贈与の機会をあげていた（日本： 24回，
米国： 13回）。日本の学生はそのうち12回を互恵的で義務的な紳を強化する
（直系家族以外の人々を含む）交際の機会と答えた。これに対し，米国の学
生は4回のみをそのような交際と見なしていた（結婚式結婚贈物パーティー，
誕生パーティー，洗礼式）。結論 (1）で日本式自己規定は頻繁な強化を求め
ると判断されるため 贈与は日本において集団志向の自己概念を強化する重
要な方法の 1っと考えられる。
(3）贈与交換の段階について，米国は日本より次の2点で非公式的であった。
第 1は，日本では贈物の包装が全員によって極めて重視されたのに対し，米
国では包装をしない者から常に包装する者まで多岐にわたったことであり，
第2は，日本では受け手が送り手の面前で贈物を開けることはほとんとe無かっ
たが，米国では，通常，その場で直ちにあるいはその直後に開けられたこと
である。このような違いは 両国における自己概念の相違に関係づけられる。
日本の場合は，包装に関する強い規範が集団帰属的な自己概念を強化する役
割を果たし，集団帰属的な自己概念に対する送り手の潜在的脅威が内密に贈
物を開封することによって除去されるという意味で それぞれ自己概念に関
係づけられる。一方，米国については 贈与が果たす強化の役割はほとんど
ないに等しいため，贈物の包装と開封行動で多様性がみられた。
(4) 米国の学生は，好みに合わない贈物を受け取った場合，親しい家族や友人
に対して軽く期待はずれの念を表明すると答えたが，日本の学生は，“日本
人は嫌いな贈物をもらっても，それを口にしないという点で正直ではない”
と答えた。日本人のこのような跨踏も集団帰属的な自己概念と贈与の強い関
係によると考えられる。
(5) 日米の学生に贈与者が満足を得る条件について尋ねたところ，全体として
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米国では個人主義的な自己満足が重要であり，日本では集団主義的な自己満
足が重視された。
Green= Aldenの研究の基本的な特徴は，次の4点に絞ることができるであ
ろう。第1は，彼等が集団主義（あるいは集団帰属）と個人主義という自己規
定の違いに注目して，贈与行動に関して日米聞に機能的同等性がないこと，す
なわち機能的非同等性の存在を実証したことである。第2に，このような機能
的非同等性に基づき 同じ贈与品でも日米関では購買目的が異なる点を明らか
にしたことである。第3に この機能的非同等性に起因する日米間の贈与行動
パターンの相違を明らかにしたことである。結論（2）～（4）で示された贈与
機会の数，贈与のタイプ，包装の扱い方，受け手の反応等の違いはいずれもそ
の例であるロ第4に，機能的同等性とその消費者行動に及ぼす影響を測定する
ための有効な手法として，準構成的な焦点集団面接法を提示したことである。
このような手法は，特に言葉の微妙な違いを探り，質問項目の意味の受け取り
方に相違をもたらさないようにする点で，これまでみたような構成的な定量的
手法よりもすぐれているといえるであろう。
このような特徴のなかで第1に示した機能的同等性は 価値意識や購買目的
のような特定研究分野を超え，広く国際比較消費者研究全般に関わる問題であ
る。 Green=Whiteは，比較消費者研究の問題として機能的同等性，概念的同
等性，測定方法の同等性標本抽出の共通性を取り上げ機能的同等性の問題
について「同じ活動が異なる社会で異質な機能を有する場合，そのパラメータ
は比較の目的に使うことはできない」という観点から説明している（9）。彼等
によれば，自転車がある国では輸送手段となり，他の国では娯楽手段になるよ
うに，同じ製品が異なる国で異なる機能を果たしていたり あるいは買物がフ
ランスでは主婦の不可欠な仕事で 米国では半端な仕事とみらるように，買物
(9) Green, R. T. and P. D. White，“Methodological Considerations in Cross-
National Consumer Research，” Journal of International Business Studies, Fal 
!/Winter. 1976, p.81. 
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行動が複数の国で同じ機能を果たしていない場合，消費者行動の特定側面を測
定しようとする比較研究は機能的同等性の問題に縫着するという。そこで見出
された消費者行動の違いは，製品・買物行動の機能的非同等性によって生じる
可能性もあるため 2国間の違いに起因するとは言い難いからである。
機能的同等性という問題は交叉文化心理学における伝統的な研究テーマであ
るが， Green=Alden研究の貢献は，機能的同等性を基軸に購買目的と贈与行
動パターンの聞の因果関係を分析した点にあるといえよう口彼等のこのような
視点は，購買目的の研究に対して，購買目的を他の関連現象から切離してとら
えるのではなく，それを一部として含むより広い視野から購買目的を分析する
という今後の研究方向をも示唆している。
皿 認知過程と意思決定に関する研究
個人レベルで注目されたもう一つの研究は，消費者の意思決定とマーケテイ
ング刺激に対する反応の基礎にある認知過程に関する国際比較である。認知過
程は，一般に知識の獲得過程を意味し，意思決定に関連する情報の解釈，代替
案を評価・選択するための知識の統合 記憶からの製品知識の検索という 3つ
の下位過程に大別される（10）口このような認知過程で，前述された手段一目的
連鎖と製品知識の水準からなる知識構造が消費者の解釈過程と統合過程の双方
に影響を与える。ここで製品知識の水準とは，消費者が製品に関する諸概念を
抽象化する際に得られる製品の集計水準に関する知識をさし，こうした集計水
準は製品種類，製品形態，ブランド，タイプ等に分けられる。従って消費者は，
意思決定の際に賦活された製品知識の水準に応じた手段一目的連鎖に照らして，
情報を解釈し，代替案に関する知識を統合すると考えられる口以下ではこのよ
うな消費者の意思決定に内在する認知過程の諸側面に関する比較研究の成果を
概観することとする。
(10) Peter and Olson, op. cit., p.59. 
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1.関与と認知過程
まず関与の水準とその認知過程に及ぼす影響に関する研究が散見される。関
与とは，ある対象，事態，あるいは活動について知覚された重要性あるいは個
人的な関連性をいい，例えば，ある製品について個人的に関連する結果をもた
らすと知覚した消費者はその製品に関与するといわれる（川口このような製品
関与は認知過程を活性化し方向づける動機づけの状態を示すため，製品に関与
する消費者は，例えば，関与を伴わない消費者よりも多くの製品関連情報を解
釈し，製品評価のための情報統合に多くの時間と労力を費やすと考えられてい
る。
製品関与と認知過程とりわけ統合過程との関連についてはじめて国際比較を
試みたのは， Tigert=King= Ringである｛ロ｝。彼等の研究は，カナダ，米国，
オランダの数千に及ぶ標本を対象とした面接調査をもとに流行品に対する関与
と，買物行動で重視される属性との関わりを分析したものである。ここで製品
関与の水準は，婦人用流行品に対する関与を表示すると思われる 5項目（「フ
ァッション・ニュースを読んで，持ち衣装を最新のものに替える」～「ファッ
ションの動向には全く関心はない」）に対する回答から測定され，属性の重要
性は，流行品を扱う店舗の特徴を示す11項目（「価格／品質比が最もよい」～
「最も優れたファッション広告J）の択一式回答から求められた。この調査から
は，次のような結論が得られている（ヘ
(1) 米国の消費者は関与が最も低く，ブティックや専門店チェーンで買物をす
ることは少なかった。彼等は買物で「低価格」と「家からの交通の至便性」
(11) Peter and Olson, op, cit., p.101.こうした関与は，認知的側面と感情的側面を
伴う。当該製品がもたらす重要な使用結果に関する知識は前者の例であり，製品評価の
ような感情（製品に対する好悪）は後者の例である。
(12) Tigert, D. J., C. W. King, and L. Ring，“Fashion Involvement: A Cross-
Cultural Comparative Analysis，” Advances in Consumer Research, Vol.7, 1980, 
pp.17・21.(13) ibid, pp.18-19. 
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を最も重視していた。
(2) オランダの消費者の関与は米国だけでなく カナダの消費者よりも高く，
米国の消費者よりも「品質とサービスJを重視した。
(3) カナダの消費者は平均以上の関与を示し，「価格／品質比が最もよい」と
「全体の品揃えが最大」という属性を重視していた。
このように Tigert等の研究は，欧米3か国の間で流行品に対する関与水準
に違いがあり，それらに応じて異なる属性が重視されるという興味ある特徴を
示している。しかしながら，彼等の研究については 製品関与概念そのものと
その水準がやや恋意的に決められ 関与水準と重視された属性との関連を示す
データが明示されていないという難点を指摘できるであろう。
Tigert等が提示した製品関与の測定方法を改良し，関与水準の国際比較を
試みたのは， Zaichkowsky=Soodである（凶。彼等の研究では，製品関与は
「異なる国際市場における消費者のニーズ 価値意識および関心に対する当該
製品・サービスの関連性（relevance）」と定義され，その水準を測定するため，
Zaichkowsky自身が開発した PII (Personal Involvement Inventory）と呼ば
れる目録が利用された。 PIIは，それぞれ7点尺度で測定される20個の形容詞
対（重要である一重要でない 関連する一関連しない等）から構成され，各製
品の関与水準は最高140点（20×7）から最低20点（20×1）までの範囲をと
るものであった。
この調査の当初の狙いは，国際マーケティングにおける標準化が現地適合化
よりも経済性で優れ，グローパル・マーケテイングに優位性があるにも拘らず，
標準化論争とグローパル・マーケテイングの実行の遅れがなお存在するのは交
(14) Zaichkowsky,J.L. and J.H.Sood，“A Global Look at Consumer In-
volvement and Use of Products，” International Marketing Review, February, 
1988, pp.20-34.この測定方法の詳細については次の文献を参照。 Zaichkowsky,J. L. 
“Measuring the Involvement Construct，” Journal of Consumer Research, 
Vol.12, Dec. 1985, pp.341-352.なお，これとは対照的なもう 1つの主要な関与尺度に
ついては次の文献を参照。 Laurent,G. and J. N. Kapferer，“Measuring Consumer 
Involvement Profiles，” Journal of Marketing Research, 2, Feb. 1985, pp.41-53. 
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叉文化的な消費者行動に関する定量的研究の不足にあると考え，グローバル・
マーケテイングの候補となりうる製品・サービスを明らかにすることにあった。
このため，この調査では対象として世界的に広く消費されているビール，ブルー・
ジーンズ，ヘアーシャンプー，ソフトドリンク，ステレオ装置，飛行機旅行，
映画鑑賞，レストランでの食事の8つの製品種類が選ばれ，標本として，アル
ゼンチン，オーストリア，オーストラリア，パルバドス，カナダ，チリ，中国，
コロンピア，英国，フランス，フィンランド，メキシコ，スウェーデン，米国，
ユーゴスラピアの15か国が選ばれた。この標本は各国で経営学を専攻する約
640人の学生から構成されている。この調査からは，次の結論が得られてい
る（15）。
(1) ビール飲用者の関与水準（すなわち PII水準）は，コロンピアの最低（82
点）から中国の最高 (106点）までに及び，標本全体の検定はPく0.001の範
囲で有意であったが， p<0.005の範囲では両国間の差は有意ではなかった。
そこで類似した背景をもっ国としてコロンピアを南米諸国グループに入れて
中国と比較したところ，それらの聞にp=0.05のレベルで差が検出された。
(2) ソフトドリンク飲用者の関与水準は，カナダ，スェーデンの最低（同点の
76）からユーゴスラピアの最高（110）までに及んでいたが，その全体の検
定はpく0.001の範囲で有意で、あった。この結果は，主としてユーゴスラピ
アと中国（108）がウェーデン，カナダ，オーストラリア（77），フィンラン
ド（82），メキシコ（83）よりもソフトドリンクに強く関与していたことに
よる。なお他の諸国の関与水準は，チリ（83），フランス（85），英国（86),
米国（87）であった。
(3) シャンプーの関与水準は 最低がスウェーデン（95）で，最高はユーゴス
ラピア（111）であった。ここでは0.001の範囲で有意な差が見出されたけ
れども， 0.05レベルではそうした差は検出されなかった。 (1）と同様に，最
低水準のスウェーデンをオーストリア，フィンランドと同じグループに組込
(15) ibid., pp.24-31. 
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んだところ，ユーゴスラピアとフランスの問で製品関与に有意な差が見出さ
れた（111対96）。
(4) ブルージーンズの関与水準では 最高はオーストリア (101）で，最低は
スウェーデン（85）であった。全体の検定は0.001で有意であったが，（3)
と同様な結果が見出されたため，グループ化をしたところ， 0.05レベルで有
意な差が検出された。
また関与水準の最高が中国（116）で，最低がアルゼンチン（104）であっ
たステレオ装置については，ブルージーンズと同様な結果が得られ，その関
与水準の平均は105以上で標本の中で比較的高かった。このような結果から，
ブルージーンズとステレオ装置は世界的な同質化製品であると考えられる。
以上の結論にみられるように， Zaichkowsky=Soodの研究は次の 2点に関
して興味ある特徴を示している。 1つは， Tigert等の研究では製品関与を興
味の程度のみを問う 5点尺度で測定したのに対し， Zaichkowsky等は，この
ような程度を含む20項目を 7点尺度で測定することによって，信頼性の高い尺
度を提示したことである。もう 1つは，製品別の関与水準の平均値から同質化
の程度をとらえ，ブルージーンズとステレオ装置が目下のところグローパル・
マーケテイングの対象となりうる国際的製品である点を指摘したことである。
Zaichkowsky =Soodの研究と同様に，各国における影響要因の違いから，
関与水準が国あるいは国の集まりによって異なることを指摘したのは，
Papavassiliouである（時）。彼の狙いは，情報に対する関与，すなわち特定製品
と競合ブランドに関する情報の重要性を規定する要因として，製品，消費者，
国，および市場を取り上げ，それらの相互関係に関する概念的な検討を通じて，
海外広告戦略のための提言をすることにあった。図 1に示される関与水準とそ
の規定因との関係は，次のような意味をもっo
製品一関与関係では，製品は単一製品， ドミナント製品，関連製品，無関連
(16) Papavassiliou,N.K. “The Involvement Model in Advertising Consumer 
Products Abroad，” European Journal of Marketing, 23 (1), 1989, pp.17-30. 
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製品という発展段階に分けられる。製品は耐久財と反復購入財に分類されてい
るが，以下では図 1との関係で前者に注目する。単一製品段階では，製品は市
場に 1つだけ存在し，製品ライフサイクル（以下PLCと呼ぶ）でいえば導入
期に相当するため，消費者の関与水準は高い。ここで消費者は新しいアイデイ
アをこれまでの製品と比較しうる情報を求めるため，ブランド認識情報が広告
や口伝てを通じて広がる。ドミナント製品段階では，製品は市場でドミナント
な地位を占め， PLCの成長後期あるいは成熟前期に位置づけられる。関与水
準はかなり高くなり，消費者は既存製品と比較できるような製品属性に主な関
心を払うようになるので，広告の狙いは消費者に信頼を与え，品質の保証とし
て評判を流すことに向けられる。関連製品（relatedproduct）段階は，市場
に多数の関連製品と少数の無関連製品が存在する局面であり， PLCの成熟後
期に対応する。ここで関与は さらに高い水準になりながらも，特別な関心ま
でには至らないため，消費者はブランド名 値段企業イメージ，製品テスト
の結果等の項目をーまとめにした情報に興味を抱く。無関連製品（unrelated
product）段階は，少数の関連製品と多数の無関連製品が市場に存在する局面
であり， PL Cの衰退期に相当する。ここで耐久財は特別な関心事として特徴
国
図1 関与水準とその規定因
市場
低い競争水準 高い競争水準
段階wl中位の関与一特別な関心｜無関連製品
段階皿
段階E
関連製品 製
ドミナント製品 品
段階II低い関与一一一→高い関与｜単一製品
強く情緒的 強く認知的
消費者行動
Papavassiliou. ,op.cit.p.26. 
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づけられ，消費者はこれまでの段階よりも一層詳細な情報を求めるようになる。
ただし，そこで考慮される情報項目の数は製品種類に依存する。このように製
品が単一製品段階から無関連製品段階へ推移するとともに，関与は高水準から
特別な関心へと上昇する。
国一関与関係では 図示されるように，現代的経営理念としてのマーケテイ
ング・コンセプトの発展とその採用水準に応じて 4つの段階が類型化され，そ
れぞれ低から中位までの関与水準に関係づけられている。段階Iでは，完全に
機能する売手市場を発達させるため，製品志向のマーケテイングが展開され，
それに対応する産業部門が形成される。段階Eでは，売手市場の発達に応えて，
生産・流通志向のマーケテイングが採用され，そこでも特定の産業部門の発達
がみられる。段階Eでは，類似製品の存在する売手市場において生産・流通志
向のマーケティングが展開されるため，実質的な製品差別化が広く行なわれる。
そして段階Wでは，特定製品について既に存在する買手市場で販売あるいは顧
客志向のマーケテイングが展開され，あらゆるマーケテイング政策が広く適用
されるようになる。
それぞれの段階では，情報媒体，リテラシー，共通語流通機構等の発達程
度に差が認められるので，このような差に応じて消費者の情報処理能力にも格
差が生れ，消費者の関与水準も異なってくる。一般的には，後の段階ほど消費
者の関与水準は高くなる傾向がある。
市場一関与関係では，製造業者と中間商の競争水準が消費者の関与水準を規
定する。各国の異質的な競争構造のもとでは製造業者の市場提供物の範囲だけ
でなく，市場行動（マーケテイング・ミックスの技法とその範囲）も異なり，
とりわけ市場行動が購買決定過程で消費者の関与に影響を及ぼす。
競争が激しい場合（高い競争水準） 中間商の取引構造は製造業者の市場行
動の選択によって形作られてきた。この選択は，新しい管理と販売方法の導入
だけでなく，企業と販売量の集中と支店・提供物の重要性の低下，立地－配送
体系の変更，中間商の取引環境の競争激化に結びついている。小売の分野では
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未組織中小企業の著しい販売量の減少，売場面積の増大，垂直的流通システム
の拡大，大規模小売商の新しい量販方法の適用等が注目され，卸売の分野では，
厳しい競争環境下で存続するため 卸売商がマーケティング・ミックス技法の
ドラスティックな適用を甘受せざるをえない状況にあることが強調される。
この結果，一方で、ワンストップ・ショッピングに基づく購買傾向が進み，他
方では，小売商と卸売商の展開に影響を与えた上記の諸要因が異なる特徴を備
えた中間商の発展をもたらす。こうした購買傾向の進展と中間商の形態は国に
よって異なり，それらの違いは消費者の関与に異なる影響を及ぼす。
消費者一関与関係では，前述された国，市場および製品の違いが消費者に情
報の利用機会，情報ニーズ，情報処理能力等に影響を与え，その差異に応じて
広告で認知（あるいは思考）を訴求する告知的手法あるいは感情を訴求する操
作的手法のいずれかが適用される結果 国によって異なる特徴的な消費者行動
が生み出される。認知で重要な位置を占めるのは情報機能であり，それはブラ
ンドの市場地位の変化を仕掛たり，その変化を評価するための手段を提供する
ものである。告知的手法はその代表的な手段であり 両面提示や言語・視覚に
よる説明によって調整される。また感情で重視される動機づけ機能はニーズ・
欲求を喚起・強化・誘導することにあり，その主要な手段である操作手法には
情緒的条件づけ，社会的同調の訴求，地位・名声の必要性の啓発等の調整があ
る。
こうした広告手法の適用を通じて，同じ製品について消費者は，高［関与／
思考］（告知的），高［関与／感情］（感情的），低［関与／思考］（習慣形成），
あるいは低［関与／感情］（自己満足）といった異なる行動パターン（認知・
感情×高関与・低関与）を示すことになる。例えば，高い［関与／思考］パター
ンでは製品の重要性が高く，製品に関する諸問題を思考する必要があるため，
消費者は製品の性能，価格，入手可能性等について多量の情報を必要とする口
また高［関与／感情］パターンでは，製品の決定に関与が伴うけれども，その
重要性は消費者の自尊心に関わるため，製品の特定情報は製品に対する態度す
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なわち全体的な感情ほど重視されてはいない。
Papavassiliou は，このような一連の関係に基づき次のような海外広告戦略
に関する提言を試みている（ヘ
(1) 製品分野の多様性とマーケテイング・コンセプトの発展水準が低く，しか
も競争水準が低く，消費者行動が強く情緒的である場合，購買決定過程にお
ける消費者の関与水準は低い。ここで情報は消費者にとってかなりトリビア
ルであるため，消費者は情報を能動的に探索・処理しないので，製品に対す
る態度構造は単純である。また消費者は選択的な注意を払わないため，広告
の影響に対して知覚抵抗を示さない。
このような局面で製品の浸透を図るには マス広告が最も適している。た
だし，広告作成の技術水準は低く，広告媒体の数と質も限られているので，
情報のフローと評価のための市場は未発達な状態にある。このため広告の直
接目的は高い接触率にあり，広告メッセージの内容は他の変数（例えばその
構成）よりも重視されてはいない。効果階層は知覚一行動－態度というパター
ンを示し，消費者は製品名を想起しがちである。
(2) 製品分野の多様性とマーケテイング・コンセプトの発展水準が高く，しか
も競争水準が低く，消費者行動が強く情緒的である場合 消費者の関与水準
は中位になる。この状況で情報はややトリビアルなものに映り，消費者は限
られた範囲で情報を能動的に探索・処理するので 製品態度の構造は単純な
ものではなくなる。消費者はある程度選択的な注意を払うため，広告の影響
に若干の抵抗を示すようになる。
ここでは広告作成技術は高く，しかも広告媒体の数は多くその質も高いた
め，情報のフローと評価のための市場はある程度発達する。このため広告の
直接目的は高い接触率となり，広告メッセージの内容は他の変数と同様に重
視されない。特に社会的動機づけという情緒的な手法が広告メッセージの重
要な目的となってくる。効果階層は知覚－態度一行動というパターンに変り，
(17) ibid., pp.25-28. 
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消費者は製品特徴よりも製品名を想起する傾向がある。
(3) （製品分野の多様性とマーケテイング・コンセプトの発展水準が低くJ川
競争水準が高く，消費者行動が強く認知的である場合 消費者の関与水準は
高い。この状況で消費者は情報を大いに重視し それを能動的に探索・処理
する結果，製品に対する態度構造はやや複雑化し，広告の影響に対して知覚
抵抗が生れる。
このような局面では，激しい競争と認知的な消費者行動に加え，広告作成
技術が低く，広告媒体の数と質が限定されているため，情報フローとその評
価の市場が発達する。広告の直接目的は高い再生率におかれ，広告のメッセー
ジ内容は他の変数より重要になる。効果階層は知覚－態度一行動というパター
ンとなり，消費者は製品特徴を想起しがちになる。
(4）製品分野の多様性とマーケテイング・コンセプトの発展水準が高く，しか
も競争水準が高く，消費者行動が強く認知的である場合，関与水準は特別な
関心状況になる。ここで情報は特別な関心事と見なされるため，消費者はそ
れを極めて能動的に探索・処理するようになるので，製品態度の構造はかな
り複雑なものとなり，広告の影響に対しても強い知覚抵抗を示す。
こうした局面では，広告作成技術は洗練化され，市場に幾つかの広告媒体
が存在するようになるので 情報のフローと評価の市場が十分に発達する。
このため広告の直接目的は高い再生率と高い接触率の同時追求に変わり，広
告メッセージの内容と他の変数は等しく重視されるようになる。
この4つの提言にみるように， Papavassiliouの研究は，関与水準が製品多
様性，マーケティング発展段階，競争状態，消費者行動の性格の関数であり，
海外広告の焦点は関与水準に応じて異なるというマクロ的な概念枠組として展
開されている。彼が注目したのは海外広告であり， Tigert等が注目したのは
買物で重視される属性であり，またZaichkowskyが着目したのは世界的同質
製品であったが，彼等はともに関与が製品購買に特有の現象であり，関与水準
(18) ibid., p.26.括弧は，筆者が前後関係から判断して補ったものである。
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は国あるいは国の集まりによって異なることを分析していたという共通点をもっ
ている。 Papavassiliouの研究が他の研究と異なる特徴は，関与水準に影響を
与える幾つかの規定因について克明に追及した点にある。製品多様性等の4変
数が消費者の関与水準を決定するといっ彼の着想は，それぞれの関連について
の精綴化を通じて，「国際関与モデル」の形でより豊かに展開しうるといえよ
つ。
Tigert等が取り上げた関与と統合過程の関係というテーマは，その後，
Alden =Hoyer= W echasaraによって検討されている（1的。彼等の研究は，米国，
タイ，西ドイツを対象として，消費者の選択ヒューリスティックスに及ぼす製
品関与の影響を分析したものである。ここで独立変数は文化と製品関与であり，
従属変数は選択ヒューリスティックスである。西ドイツは米国と同じ西欧文化
に属する比較の対象として，またタイは非西欧文化の 1例として選ばれ，標本
は経営学を専攻する学生472名からなっている（内訳は，西ドイツ115，米国
264，タイ93）。
製品関与の概念は製品種類によって操作化され，米国で行なわれた幾つかの
プリテストの結果，腕時計，ジーンズ，運動靴は高関与の製品，ピーナッツ・
バター，粉石鹸，チューインガムは低関与の製品としてそれぞれ類型化された。
一方，選択ヒューリスティックスは，消費者が意思決定の際に採用するルール
を反映する一連の短句から構成され，それらの短句は感情的ルール（例えば，
“最も好きなブランドを買う”，“感じのよいプランドを選ぶ”）と認知的ルー
ル（例えば，“これまで多くの情報を集めてきたブランドを買う”，“最も馴染
のあるブランドを買う”）を含む12の意思決定方略を網羅している。こうした
ルールが採用される程度をみるため，それぞれの短句は 1（常に使う）から 5
（決して使わない）までの回答範囲をもっ5点尺度で評定された。彼等の主な
(19) Alden,D.L., W.D.Hoyer, and G.Wechasara, 
Involvement: A Cross-Cultural Analysis，” Advances in Consumer Research, 
Vol.16, 1989, pp.119-126. 
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結論を要約すると，次の通りである（初）。
(1) 実測値について主成分分析をしたところ，認知と感情という 2つの次元は
米国，タイ，西ドイツのすべての文化で概ね類似の因子負荷量を示した。負
荷量の最も大きい因子は，”期待する 1ないし2個の主な条件で最善のもの”
と” 2つ以上の条件で最善なもの”という認知的ルールであり， 2番目の因
子は“良い感じを与えるもの”，“最も好きなもの”，“強い親しみを感じる
もの”からなる感情的ルールであった。（“強い親しみを感じるもの”につ
いては，西ドイツを除く）。この結果は，こうした項目が3つの文化のすべ
てで概念的／機能的に同等な 2つの次元を抽出していることを示している。
(2) それぞれ2つの基準変数（認知的ルールと感情的ルールの採用）と予測変
数（関与および文化）をもっ多変量分散分析モデルの検証で， 3つの文化の
平均値の差を分析すると 米国の標本は認知的ルールを またタイの標本は
感情的ルールをそれぞれ最も多く利用したのに対し，西ドイツの標本では認
知的ルール，感情的ルールのいずれの採用も最も低かった。
(3) ここで分散の比の検定でF値の大きさから変数の効果をみると，感情的変
数は認知的変数よりも強くこのモデルの予測変数に関係づけられたため，感
情的変数だけを分散分析デザインでモデル化したところ， 2つの主効果（対
関与および対文化）はPく0.01レベルで有意であった。次に，認知的変数を
基準変数とする共分散分析デザインで 感情的変数を補助的変数として同時
に測定したところ，認知的変数も p<0.01で2つの主効果（対関与および対
文化）に有意に関係づけられた。こうした結果は，関与が3つの文化すべて
で感情的ルール，認知的ルールの双方の利用頻度に大きな影響を与えたこと
を合意する。
(20) ibid., pp.122-124.彼等は，消費者意思決定研究の展望にもとづき，こうした意思
決定には簡単な選択ルーJレから詳細な認知的評価（例えば，多属性モデル）までの認知
的連続体と，基本的な感情（例えば，対象に対する好悪）から強い情動までの感情的連
続体が併存し，それらが相互に影響し合う関係にあるとの見方を提示している。 ibid.,
p.119. 
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このように Alden等の研究は，これまでみた関与に関する諸研究の発見物
とは異なり，関与概念が文化の違いを超えて適用可能で、あることを示唆すると
ともに，国際比較の視点から，関与レベルの上昇に伴い認知的ルールと感情的
ルールの利用頻度が増大するという関連をはじめて明らかにしたものである。
後者は，当時の研究者の間で共有されていた関連が交叉文化的な妥当性をもつ
ことを部分的に証明したものであり，前者は，前述された Green=Alden研究
で取り上げた機能的同等性の問題に関わっている。この問題との関連で確認す
べきことは，次の2点である。第 1は， Green等が言及した機能的同等性は
Alden等が検討した概念的／機能的同等性と同じ国際比較の条件なのかという
点である。機能的同等性は，前述のように，ある概念が複数の異なる文化で等
しい機能を果たしているかどうかを問う国際比較の要件である。また概念的同
等性は，一般に，ある概念が複数の文化で等しい意味を伝えられるかどうかを
問う要件である（叫。こうした同等性について Hui= Triandisは，概念的同等
性は交叉文化的比較の第1の条件であるとしながらも，それは機能的同等性と
密接に関係づけられるという理由から，それらを一括して概念的／機能的同等
性として類型化している（22）。後述される Singhも同様な総称を採用しているた
め（23），本稿でもそれらを一括して概念を巡る同等性の問題として取り扱う。
第2は， Alden等の研究で概念的／機能的同等性を検証するために採用され
た方法をどうとらえるかという問題である。彼等が依拠したHui=Triandisは，
概念的／機能的同等性を確保するために，概念の内部構造を検討するための方
法の 1っとして因子分析を取り上げ，そのなかで幾つかの相互補完的な手法を
(21) Green and White, op. cit., p.82.彼等によれば，比較消費者研究では社会学や心
理学のある概念が購買行動において果たす役割を調べる際に，概念的同等性の問題が発
生するという。その例として認知的斉合性理論があげられている。
(22) Hui,C.H. and H.C.Triandis，“Measurement in Cross-Cultural Psychology: 
A Review and Comparison of Strategies，” Journal of Cross-Cultural 
Psychology, Vol.16, N o.2, June 1985, pp.133-134. 
(23) Singh, J.“Measurement Issues in Cross-National Research，” Journal of 
International Business Studies, 3, 1995, p.603. 
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提示している｛判。 Alden等が採用した方法は，そうした手法の 1つである。た
だし， Hui=Triandisはいずれの手法も長所・短所を備えているので，測定上
の微妙な問題を回避するためには，単一の手法ではなく，複数の手法の組み合
わせを採用することを薦めている。この点を配慮すると， Alden等の結論 (1)
については，別途にこれを検証する必要があることを指摘しなければならない。
こうした概念的／機能的同等性の問題を含む国際比較消費者研究の方法論的
諸問題については，節を改めて検討することとしたい。
（未完）
(24) Hui and Triandis op. cit., p.141.彼等は，因子分析の他に多次元尺度法，最尤
因子分析法，相関行列比較法をあげている。
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